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はじめに

　昨年2015年10月からのマイナンバーの通知開始，
今年2016年 1月からマイナンバーの利用開始に
際し，昨年は「マイナちゃん」なるうさぎのＣＭ
も多数放映された。
　「マイナンバーという危険なモノを管理しなく
てはならない」，「何かあれば大問題になる」と，
あわてて特定個人情報規程といった社内ルールを
策定したり，高額な外注化を図ったりする中小企
業もあった。
　とはいえ，今年に入ってみれば，マイナン
バー・ブームは過ぎ去り，マイナンバーといって
も結局は何もすることがなく，ただ従業者のもの
を保管しているにすぎない企業も多い。それとは
反対に，まだ対応を何も行っておらず，従業者の
ものすら収集していない企業もある。
　マイナンバーというと，複雑なもの，危険なも
のというイメージが先行しているが，中小企業が
行うべきことは複雑ではない。細かな情報に振り
回されるよりも，まず大枠を的確に把握すること
が必要である。
　はたして，マイナンバー制度は何のための制度
で，中小企業では何をすべきなのか。これらを正

確に把握することで，過剰な投資を防ぐなど自社
の実情に見合った対応を行っていくことができる
と考えられる。
　そのために，本稿では改めてマイナンバー制度
について復習し，中小企業に求められる対応のポ
イントを俯瞰していきたい。

マイナンバー制度の目的

⑴　国が発行するお客様番号

　マイナンバーは，たとえるならば国が発行する
お客様番号である。現代では多くの企業でお客様
番号，社員番号などを発行しているが，それと同
様の性質のものである。
　ある人物を氏名・住所で特定していると，氏
名・住所に変更があった際や，同姓同名者がいる
際などに，それが同一人物かどうかがわからなく
なる恐れがある。戸籍抄本や住民票の写しと照ら
し合わせてそれをいちいち確認していく作業は，
非効率的である。
　その点，ある人を番号で特定すると，番号は基
本的には生涯不変であり，コンピュータにとって
も扱いやすいものであるため，対象者管理が正確
化・効率化する。
　これまでも国では，「基礎年金番号」，「雇用保
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